
14 全建統一様式について

　全建統一様式とは、一般社団法人全国建設業協会が、平成７年（１９９５年）に、業界標準を必要とした元
請下請双方の要請に応えると同時に労務安全管理の充実を目的に、策定したものです。平成１１年（１９９９年）
に第１回の改訂があり、その後平成１６年（２００４年）の個人情報の保護に関する法律の施行、平成１７年（２
００５年）の労働安全衛生法、建設労働者の雇用の改善等に関する法律の改定等、建設業界を取り巻く状況の
変化を受け、さらに現場での災害減少を目的としたリスクアセスメントへの対応などを踏まえ、平成１８年（２
００６年）に第２回の改訂がありました。
　国土交通省設置の建設産業戦略会議が取りまとめ、平成２３年（２０１１年）公開の「建設産業の再生と発
展のための方策２０１１」で警鐘を
鳴らした建設技能労働者の雇用環境
の改善の課題のもと、対策を講ずべ
きもののひとつとして、社会保険未加
入問題があります。この社会保険未加
入問題の対策として、建設業法施行規
則が改正され平成２４年（２０１２年）
１１月施行されました。この改正を受
け、同年８月、全建統一様式として第
３回の改訂がありました。

　Ｐ．２４～２９の記載例は、この改
訂３版に基づくものです。記載例では、
様式第３号：施工体制台帳、様式第１
号－甲 : 再下請負通知書（変更届）、
様式第４号：工事作業所災害防止協議
会兼施工体系図を取り上げています
が、これを含め、現場で必要とされる
建設業法及び労働安全衛生法の書類一
式として、全建統一様式では、右に示
すものを策定しています。

様式第１号－甲
様式第１号－乙
様式第２号
様式第３号
様式第４号
　参考様式第１号
　参考様式第２号
様式第５号
様式第５号ー別紙
様式第６号
　参考様式第３号
様式第７号
　参考様式第４号
　参考様式第５号
様式第８号
様式第９号
　参考様式第６号
様式第１０号
　参考様式第７号
　参考様式第８号
様式第１１号
　参考様式第９号

再下請負通知書（変更届）
下請負業者編成表
施工体制台帳作成建設工事の通知
施工体制台帳
工事作業所災害防止協議会兼施工体系図
　施工体制台帳（工事担当技術者）
　施工体制台帳（監理（主任）技術者用名札）
作業員名簿
社会保険加入状況
工事安全衛生計画書
　安全衛生計画書
新規入場時等教育実施報告書
　新規入場者調査票
　作業間連絡調整書
安全ミーティング報告書
[移動式クレーン・車両系建設機械等 ]使用届
　持込機械等 [電動工具・電気溶接機等 ]使用届
持込機械届済証
　持込機械届済証
　工事・通勤用車両届
有機溶剤・特定化学物質等持込使用届
　火気使用願
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